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酸平成28年度決算報告

全
て
の
事
業
で
黒
字

地
方
自
治
体
の
会
計
に
は
、
一

般
会
計
と
は
別
に
特
定
の
収
入
で

支
出
を
賄
う
「
特
別
会
計
」
が
あ

り
ま
す
。
特
別
会
計
（
９
会
計
）

の
全
体
の
決
算
額
は
、

年
度
と

27

比
較
し
て
、
歳
入
が

億
６
１
７

20

７
万
円
の
減
、
歳
出
は

億
２
６

22

５
２
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

簡
易
水
道
事
業
の
一
部
が
水
道
事

業
会
計
へ
移
行
し
た
こ
と
や
国
民

健
康
保
険
特
別
会
計
（
事
業
勘
定
）

に
お
け
る
被
保
険
者
数
の
減
少
お

よ
び
療
養
給
付
費
の
負
担
が
少
な

か
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ

事
業
費
が
大
幅
に
減
と
な
っ
た
た

め
、
歳
入
歳
出
と
も
減
少
と
な
り

ま
し
た
。

水
道
事
業
で
黒
字
決
算

地
方
自
治
体
が
経
営
す
る
地
方

公
営
企
業
は
、
一
般
会
計
か
ら
独

立
し
て
運
営
し
て
い
ま
す
。
本
市

に
は
３
つ
の
公
営
企
業
が
あ
り
、

そ
の
決
算
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

《
水
道
事
業
会
計
》

水
道
事
業
で
は
、
生
活
用
水
の

安
定
供
給
と
効
率
的
な
配
給
水
の

た
め
に
ダ
ム
受
水
に
伴
う
施
設
整

備
や
老
朽
管
な
ど
の
施
設
更
新
を

計
画
的
に
行
う
と
と
も
に
、
胆
沢

区
お
よ
び
衣
川
区
の
簡
易
水
道
事

業
を
上
水
道
事
業
へ
統
合
し
ま
し

た
。ま

た
、
水
道
施
設
、
管
路
の
耐

震
性
、
老
朽
度
な
ど
を
診
断
・
評

価
し
更
新
需
要
な
ど
を
求
め
た

「
奥
州
市
水
道
施
設
耐
震
化
基
本

計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

《
国
民
宿
舎
等
事
業
会
計
》

年
度
は
「
希
望
郷
い
わ
て
国

28
体
・
希
望
郷
い
わ
て
大
会
」
が
行

わ
れ
た
こ
と
や
旅
行
会
社
へ
通
常

の
営
業
活
動
の
ほ
か
、
教
育
旅
行

や
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
（
訪
日
外
国
人

旅
行
）
の
営
業
活
動
に
よ
っ
て
、

サ
ン
ホ
テ
ル
衣
川
荘
の
利
用
者
数

（
特
に
宿
泊
者
）
と
売
上
げ
が
伸

び
ま
し
た
が
、
施
設
・
設
備
の
修

繕
な
ど
も
あ
り
、
単
年
度
の
黒
字

化
に
は
つ
な
が
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

今
後
も
、
宿
泊
に
関
し
て
は
、

現
在
の
宿
泊
予
約
の
主
流
で
あ
る

ネ
ッ
ト
系
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
か
ら
の

集
客
の
強
化
を
は
じ
め
、
教
育
旅

行
や
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
集
客
に
つ

な
が
る
商
談
会
へ
積
極
的
に
参
加

す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
経
費

の
削
減
に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
り
、

単
年
度
の
黒
字
化
が
で
き
る
よ
う

に
経
営
努
力
を
重
ね
て
ま
い
り
ま

す
。

企
業
会
計

（単位：万円）◆特別会計決算額・地方債残高

28年度末
地方債残高

歳出決算額歳入決算額会 計 名

－133億8,399138億8,645事業勘定国民健

康保険 2,4003,9383,989直営診療施設勘定

－11億5,88611億6,148後期高齢者医療

－109億 1,872110億8,218保険事業勘定介護

保険 3億4,7051億7,0111億7,283介護サービス事業勘定

3億9,3401億4,6881億5,518簡易水道事業

235億9,86033億4,66833億5,029下水道事業

128億2,64214億3,48014億3,574農業集落排水事業

12億5,3403億4,5363億4,628浄化槽事業

7,3001億1,0631億1,063バス事業

－1,1221,122米里財産区

385億1,587310億6,663317億5,217合 計

特
別
会
計

市
民
負
担
の
状
況

一
般
会
計
の

年
度
末
地
方
債

28

残
高
は
７
７
８
億
１
４
８
１
万
円

で
、

年
度
末
と
比
較
す
る
と

27

17

億
８
２
１
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

特
別
会
計
お
よ
び
企
業
会
計
に
お

い
て
も
減
少
し
て
お
り
、
市
民
１

人
当
た
り
の
負
担
は
減
少
し
て
い

ま
す
。

◆地方債残高と市民１人当たり換算額 （単位：万円）

27年度28年度項 目 名

795億2,302778億1,481一般会計

65.965.1市民１人当たり

1,236億8,4861,163億3068一般会計＋特別会計

102.597.3市民１人当たり

1,368億2,5951,336億7,606一般会計＋特別会計＋公営企業会計

113.4111.9市民１人当たり

※各年度３月末の住民基本台帳による人口から算出

11広報おうしゅう

（単位：万円）◆企業会計決算額・企業債残高

27年度28年度項 目会計名

24億6,44030億9,638収益
収益的

収 支

水道事業

23億2,34129億 829費用

1億4,0991億8,809純利益

9億4,92210億8,058収入
資本的

収 支
20億7,15621億1,648支出

11億2,23410億3,590不足分

114億3,579157億8,807企業債残高

2億3,8502億4,982収益
収益的

収 支

国民宿舎等事業
（サンホテル衣川荘）

2億5,0912億5,404費用

▲1,241▲422純利益

00収入
資本的

収 支
1,770859支出

1,770859不足分

－－企業債残高

54億6,98852億 776収益
収益的

収 支

病院事業

50億3,46552億2,228費用

4億3,523▲1,452純利益

1億8,7911億4,071収入
資本的

収 支
6億2,0552億1,926支出

4億3,2647,855不足分

17億 53015億5,731企業債残高

※資本的収支の不足分は、過年度分の留保資金などから補
てん

※収益的収支は税抜、資本的収支は税込

《
病
院
事
業
会
計
》

病
院
事
業
は
、
市
立
５
医
療
施

設
が
組
織
統
一
し
て
医
療
局
を
設

置
し
た
２
年
目
と
し
て
、
各
病

院
・
診
療
所
の
事
務
事
業
に
つ
い

て
、
本
部
で
あ
る
経
営
管
理
部
へ

の
集
約
を
進
め
る
な
ど
、
効
率
的

な
運
営
と
適
切
な
執
行
に
努
め
ま

し
た
。

ま
た
、
医
師
確
保
対
策
の
強
化

を
講
ず
る
こ
と
で
、
前
沢
診
療
所

お
よ
び
衣
川
歯
科
診
療
所
へ
の
医

師
お
よ
び
歯
科
医
師
の
着
任
を
図

り
、
休
止
し
て
い
た
前
沢
診
療
所

を

年
５
月
か
ら
再
開
す
る
と
と

28

健
全
化
判
断
比
率

全
項
目
で
基
準
を
ク
リ
ア

年
に
制
定
さ
れ
た
「
地
方
公

19
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す

る
法
律
」
に
よ
り
、
市
の
財
政
の

健
全
度
を
表
す
「
健
全
化
判
断
比

率
（
実
質
赤
字
比
率
・
連
結
実
質

赤
字
比
率
・
実
質
公
債
費
比
率
・

将
来
負
担
比
率
）」
と
公
営
企
業
の

健
全
度
を
表
す
「
資
金
不
足
比
率
」

を
算
定
し
、
公
表
す
る
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

本
市
の

年
度
の
健
全
化
判
断

28

比
率
は
全
て
の
項
目
に
お
い
て
早

期
健
全
化
基
準
以
下
で
あ
り
、
公

営
企
業
会
計
に
お
い
て
も
い
ず
れ

も
資
金
不
足
は
生
じ
て
お
ら
ず
、

と
も
に
健
全
な
状
態
を
維
持
し
て

い
ま
す
。

今
後
と
も
健
全
な
財
政
運
営
が

維
持
で
き
る
よ
う
、
引
き
続
き
公

債
費
の
縮
減
な
ど
に
努
め
て
い
き

ま
す
。

■収益的収支…公営企業の１年間の営業活動に係る収入と支出

■資本的収支…公営企業の将来の営業活動に備えて行う設備投資

に係る収入と支出

■実質赤字比率…普通会計（本市

では一般会計とバス事業特別会

計）の赤字の度合いを表す指標

■連結実質赤字比率…普通会計、

特別会計、企業会計を合わせて

赤字の度合いを表す指標

■実質公債費比率…市の借金であ

る公債費の負担が、市の財政規

模に対してどの程度であったか

を示す指標。18％を超えると、

地方債の発行に県知事の許可が

必要になる

■将来負担比率…市が将来負担す

ることになる市債の残高などが、

市の財政規模に対してどの程度

であるかを示す指標

■資金不足比率…公営企業の資金

の不足額が事業規模に対してど

の程度であるかを示す指標

お知らせ
市の財政状況については、市ホームページでも公開しています。

■ＨＰアドレス http://www.city.oshu.iwate.jp/

も
に
、
前
所
長
退
職
後
の
衣
川
歯

科
診
療
所
に
新
所
長
を
迎
え
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

酸平成28年度決算報告

◆28年度決算に基づく健全化判断比率

※早期健全化基準の数値を超えた場合は、財政健全化のための是正措置が必要

※資金不足比率は、資金不足が生じている公営企業がないため、表示していません

奥州市 財政状況等 検索
隔隔

※インターネットでも検索可




